
「 自 分 ら し い 」が い い ら し い

吹田市
イメージキャラクター　
すいたん

あ な た ら し さ が 、誰 か の 役 に 立 つ 。

2026 吹田市職員採用
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吹田市の人口は平成7年（1995年）から増え続けています。全国的に少子化が進み多くの自治体で人口が
減少する中、人口増加を維持し成長し続けている自治体です。人口が増えることで市税収入も増えるた
め、安定的な財政運営が可能となっています。

3838万万61516151人人 （令和8年1月末時点）/面積36.09㎢

平成26年

36万人突破

令和4年

38万人突破

平成29年

37万人突破

住みよいまちランキング

大学の学生数旅客駅数

（シティブランド・ランキング -住みよい街2025- 
（日経BP））

（�大阪府 令和6年度 大阪の学校統計）

大阪府内 第1位
近畿圏内 第3位

大阪府内 第1位15駅

人口が増え続けているまち 吹田市

40,967人

医師の数

（�厚生労働省 令和6年医師・歯科医師・薬剤師調査）

大阪府内 第2位
2,516人

都市公園の面積

（�大阪府統計年鑑より算出 令和7年3月末時点）

大阪府内 第3位
326,71ヘクタール

平成15年

35万人突破
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職員数 年次有給休暇
＋夏期休暇
取得日数

育休取得率

管理職に占める女性の割合

2,874人

徒歩1分

26.8％96.3％

女性100％

男性75.0％

19.7日

9.4時間/月

42.3歳

希望部署や取り組みたい業務内容、自らの
キャリアプラン等を申告することができる
制度。
職員一人ひとりのキャリアプランを支援す
るとともに、本人の希望や適性、経験等に基
づく人事異動・昇任を行う
ことを目的としています。

採用後10年間程度の期間を「能力開発・適性
拡大」の期間とし、幅広い知識・視野を身に
つけることのできるよう、複数の部門や業
務を経験させる人事異動を行っています。
特に事務職においては、部署を大きく3つに

「管理部門」「事業部門」「窓口部門」と分け、
全てを経験できるような配置を目指してい
ます。

キ
ャ
リ
ア

（令和7年4月1日時点）

（令和6年度） （令和6年度）

（令和6年平均）

（令和1・令和4年度の平均） （令和7年4月1日時点） （令和7年4月1日時点）

キャリアプラン申告制度 ジョブローテーションの実施



検索吹田市職員採用

【お問い合わせ】
吹田市 総務部 人事室
〒564-8550 吹田市泉町1丁目3-40

採用ホームページ X（旧Twitter）

職員のライフステージの変化に合わせた様々な休暇制度により、全ての職員が働きやすい環
境を目指しています。年次有給休暇（年20日（4月採用者は15日）・1日、半日又は1時間単位で
取得可）、夏期休暇（5日・1日又は半日単位で取得可）に加え、介護休暇、結婚休暇、長期在職休暇
などの特別休暇の他に、子育て支援に関する制度も充実しています。

休
暇
制
度

休暇制度 内容
産前産後休暇 出産予定日の8週間前から産後8週間までの期間。

育児休業 子どもが3歳になるまで取得可。

通勤緩和休暇
妊娠中の職員の負担を緩和するための休暇。勤務時間の始め又は終わりに1
日1時間15分以内の範囲で取得可（15分単位）。

妊産婦通院休暇
保健指導又は健康診査を受ける場合の休暇。取得可能日数は変動あり（妊娠
36週～出産までは1週間に1回など）。

出産子育て休暇
職員又は職員の配偶者が出産に伴い入院の準備等を行うとき又は子の養育を
する場合の休暇。10日（1日、半日又は時間単位）取得可。

部分休業
未就学児を養育するための休業。1日につき2時間の範囲（30分単位）又は1
年度につき77.5時間を超えない範囲（原則1時間単位）で取得可。

子の短期看護等休暇
中学生までの子を看護する場合や入学式などの行事に参加するための休
暇。7日（1日、半日又は1時間単位（子が2人以上の場合は10日））で取得可。

子育て支援に関する主な休暇・休業制度

※そのほか、多様な働き方を推進するための制度として、時差勤務やテレワークの制度があります。
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新規採用職員研修、採用２年目・3年目研修、役付
職員研修など

システム操作研修、接遇研修、コンプライアンス
研修、手話研修、すいゼミ、お仕事図鑑など

マッセOSAKA、市町村アカデミー、国際文
化アカデミー、国土交通大学校、全国建設研
修センター、国行政機関派遣など

業務に必要な資格や講習のための研修専門
機関派遣、先進都市派遣

①自主研修

自主研究グループ
活動支援

通信教育受講支援

資格取得支援

階層別研修

人事室派遣研修

目的別研修

職場派遣研修

派遣研修大学院修学支援

OJT（オン・ザ・ジョブ・
トレーニング）

職場内集合研修

②職場内研修

職員の知識や能力向上を目的に様々な研修を実施。庁内での集合研修のほか、外部機関での研修受
講、先進都市への視察や、1年単位での国の省庁への派遣も行っています。資格取得も支援しており、
若手職員を中心に多く利用されています。

人事室主催研修

③職場外研修


